
規制改革の推進のための第2次答申本文（抜粋）  

一平成19年12月25日 規制改革会議－  

ll．各重点分野における規制改革   

1安心と豊かきの実現   

（2）縞祉、保育、介護分野  

④・偏爾分野  

ア 「馳走こども孤」の讐及侶遺のた也の取組  

伽意維】   

当会議では、昨年10月から導入された「認定こども園」を幼保－→元化へのステ  

ップと位置づけている。しかしながら、現状は、地域における子育て支援の機能  

が付加括れた責を除けば、既存の保育所制度と幼稚園制使が併存した制度となっ  

ているため、実質的に三元†出髄であるとの指摘も多いゆ   

子育て世帝の多様化したニーズに的確に対応していくとともに、各地において  

問題となっている待機児童の解消を図るため、「認定こども圃」の普及を推進しつ  

つ、既存の保育所と幼稚園の行政・制度を融合L・、画一苫の完全－一元化を＝指すぺ  

きである（．  

【体的施策】   

平成19年4月1甘現在の調査結果では、叶ぇ成19年塵中の申請見込件数542件  

であったのに対し、これまでに「認定こども園」の認定を受けたのは4分のl以  

下の105件（平成19年8月現在）にとどまっている。   

「認定こども固」については、根拠法令や所管省庁が異なることにより、あら  

ゆる手続き上の不便さを訴える声が地方公共囲体よりあがっているい運用面の課  

題解決は．．法改正を伴わないものも多い【．．他肯公共囲体や事業捌ことっての負担  

の軽減という観点からも、可及的速やかに実態調査を実施L・、認定・認可・補助  

金に係る申請や会計報告、監査等の事務処車劉ことどまらず、改善のための方策を  
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諦ずるべきである．＞調査に際してi・ま、「認定こども園」の普及促進の観点から、地  

方公共川体、施設、利用者の声が反映されるよう工夫すべきである。【平成19年  

虔調査素地、平成罰年度から措置】  

イ 偏青制度改革  

【開港意識】   

我が国では、昭和亜年代後半の第2次ベビーブーム以降、合計特殊出生率が  

徐々に低下し、平成17年には1．26と過去最低を記録するなど、急速な少子化が  

進行しており、予想より早く平成Ⅰ7年には人仁1減少社会に突入した＞平成ほ年  

の合計特殊出生率は1．32と6年ぶりに上昇に転じたものの、本年は前半の準況を  

見ると、楽観できない状況である。労働力人口の減少と、現役世代の経済面を始  

めとする様々な負担の増加により、経済社会の活力の低下が懸念されるひ   

政鰍こおいても平成6年の「エンゼルプラン」策定以降、各種の対策が講じら  

れており、ざらに平成柑年6月には少子化社会対策会議において「新しい少子化  

対策について」が決定されたが、著しい成果は上がっておらず、平成19年2月か  

らは「子どもと家族を応接する日本」重点朝略検討会譲が立ち上げられ、貝体的  

な措置の検討が進められているところではある（，   

このような中、人々の子育てに対する経済的・心哩的負担は増大しており、活  

力ある経済社会を構築していくためにも、少子化の流れを食い止める有勒な施策  

を矢継ぎ早に講じていくことが必要である。かかる問題意識の【F、当会議として  

は、これまでも一貫して主張してきたとおり、児童福祉法の改正により保育の実  

施が保護者からの恥込みを前提とすることとなったとは言え、l和睦依然とした「措  

置」の発想の下、官が保育サービスを配給するという実態に変わりはなく、現行  

の保育制度を抜本的に政市し、多様なニーズに応える様々な子育て支援サービス  

を多面的に拡充していくことこそが重要であると考える｛♪   

なお、平成14年4月に、待機児童の定義が改定され、大幅に待機児童数が減少  

した。これは、認可保育所への入所要件を満たしていながらも、認可保育科こ入  

れず、やむなく認可外保育施設に入っている児童等が待機児童としてカウントさ  

れなくなったからである。また、保帝所へ預けることが難しいという理由等から、  

就業を継続することを断念している女性が7割近くもいる現状をかんがみると、  

潜在的な待機児童数は測りしれないり囲が出す待機児童数ほあくまでも囲の施策  

に資するための行政資料であり、認可外保育施設など地方公共川体独自の施策も  

含めた数を計ヒすることは練計上の問題がある。そのため、費用について公費で   



負担している認iiJ保帝所のみに焦点を当てたl［j定義による数も把臆するのが当然  

である。したがって、より正しい実態把捉の観点から、改定前の旧定義による待  

機児童数についてもあわせて把握すべきであり、また、統計の連続性を保つため、  

現行の定義を適用している閲の旧定義による待機児童数を遡及して把捉し、発去  

すべきである（1  

【具体的施策】  

（ア）直接契約・直接補助方式の導入  

現行制鹿では、保育所と利用者が直接利用契約を結ぶのではなく、市町村が   

施設に入所児童を割り当てているため、施設間で切磋琢磨し、利用名本位でサ   

ーービスを向上させようというインセンティブが働きにくい構造となっている   

との指摘もあるt，  

このため、大きくコンセプトを転換し、利用名が保育所を選択する直接契約   

方式を導入することにより、施設が選ばれるための創意工夫をし、多様なニー   

ズに応じたきめ細かいサービスの提供が行われるようにすべきである。その際、   

低所得者層や虐待児等配慮や緊急的対応を要するケースについては、直揺契   

約・直接補助方式のもとでも、補助の金額を変える等してIJ分に対処可能であ   

ると考えられるり  

∵方、都市部を中心に、地方公共用体独白の取組が少なからず行われてL・、るり   

中でも、直楷契約方式を採り人れた先行事例として、平成13年に創設された   

東京都の認証保南所制度では、既に3鋤箇所近い施設が認証を受けており、保   

育される児童数は約＝日干人を超えている。その実施期間や規模、運営実績   

の面から、認可保育所に入れない持揺児童の幾重な受け皿として 一定の機能を   

果たし、成果をあげていると言えるL，このような認証保帝河制度の実態を踏ま   

えつつ、直接契約方式の検討草子i・うべきである。  

また、認可保育所の利鞘料は、保高省の所得i・こ応じた ▲樺の公1立科金となっ   

ているが、低所得者層への十分な配慮を行なうことを前提に、サービス内矧こ   

見合った対価を糾開名が支払う負担方式とすることも含め、施設が利鞘老との   

契約に基づいて、原則自由に設定できるようにすべきである。そうした直接契   

約や利肘掛の自由設定の仕組みの中で、病児保育や夜間・裾i保育等の孝様な   

ニーズにきめ細かく対応できるサービスの拡充が図られるものと考える 

認可保育所とそれ以外の保育サービスとの問で公的補助に大きな開きがあり、   

選良く認可保育所を利用でき、間接的に多軸の補助を受けている世滞と．、その   

他のサービスを利用せぎるを得ず、公的補助佗ほとんど、あるいはまったく受  
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けられていない世辞とでは、負掛こ大きな格差があるとの指摘もある。 

そこで、利用者への負担の公平化を図るため、運営費等の公的補助を施設に  

対して行う現行の制度から、利用者に対する直接補助方式へ転換すべきである〔，  

その際、児童の年齢や、家庭の状況、保再の緊急性等を元に家庭ごとの「要保  

再度」を設定し、それに応じた公的補助で賄われる保育サービスの利用量の上  

限を設定することを提案する（，直接補助方式への移行に当たっては、育児バウ  

チャーの導入や、子育てを広く社会全休で支援するという考え方に立って、既  

存の育児支援関連予算等を統合化したものと保険料とを財源とする社会保険  

制度（育児保険等）への転換についてもあわせて検討すべきである。   

これらについては、「子どもと家族を応接する日本」重点戦略検討会議で議論  

ぎれている「包括的な次世代育成支援の枠組み」を構築していく中で、検討す  

べきである。【認定こども胡の実施状況等を鶴壊え、偉青所において－－－・体的に  

導入することの可否について、包括的な次世代育成寅撞の枠幅みを僻してい  

く中で検討】  

（イ）保育所の入所基準等lこ係る見直し  

a 一保育所の入所鼎こ係る見直し   

戦績間もなく制定された児童福祉法にうたわれている「保育に欠ける」と   

いう概念や表現については、保護者の就業状況や就労形態の多様化、核家族   

化の進行など、子どもを取り巻く環境が大きく変化しているにもかかわらず、   

それに応じた見直しがなされていない。   

また、待機児童の多い都市部等では、パートタイム勤務等の保護者の子ど   

もが「保育に欠ける」要件を満たしながら保育所に入所できないとの指摘や、  

「保育に欠ける」要件を満たさない子どもの保護者の中には、日中のフルタ   

イム勤務をしていない母子世帝や低所得者層も含まれているとの指摘もあり、   

このような保育所に入所していないが保育の必要性が高いと半l僻‡される児童   

の実態について調査すべきである。【平成迎年度早期に剣圃   

さらに、当該調査の結果や保讃老の就労形態の多様化を踏まえ、囲の塵璧   

課題の¶－つである「子育て支援」の観点からも、「子どもと家族を応援する日   

本」重点戦略検討会議で議論されている「包括的な次世代育成支援の枠組み」   

を構築していく中で、保育所の入所基準の見直しについても、検討すべきで   

ある。．【認定こども圃の実施状況等を踏まえ、保育所の入所基準の見直しの   

可否について、包括的な改l封憐摘技臆の枠組みを構築していく中潮   



b 入所選考等に係る情報開示の徹底【平成19年度措置】   

特に待機児童の多い地方公共何体では、市町村によって打われる保育所の   

ん所選考における公平惟や透明怖が求められているいホームページ等でん所   

基準や選考基準のポイントが明らかにされている地方公共用休もある 一．方で、   

依然、申込み手続きと「保育に欠ける」要件を公演しているだけで、糾梢嘗   

には選考上の優先鴨仲等がわからないままとなっている所も少なくないのが   

実態である。   

そのため、利用名の納得件を高める観点から、情報開示をいっそう進め、   

選考方法・選考基準（：ポイント）等を、市町村の窓‖において示すにとどま   

らず、ホームページ等で広く公表すべきことを市町村に．対し周知すべきであ   

るり  

（ウ）保育所の丑低基準等に係る見直し  

a 保育所の■低基準の見直し【平成迎年度闊生来施・分析、平成21年度措   

置】   

省・令によって定められる児童福祉施設最低基準は、昭和23年の制定以来憎   

とんど改i．1三されておらず、l招こは明確な科学的な根拠がないままに長年適用   

されてしまっているものも少なくないとの指摘があるl，例えば、保育所につ   

いて、乳児のほふく室の面積基準は1人あたり3．3ni、保育に従事する者の   

要件はすぺて保育L資格を保有する名と定められてL・、るが、一一方で、蔽京都   

の認証保育所制疫では、それぞれ2．5ni、資格保有者6別までは緩和が認め   

られており、基準の緩和による貝休的な問題は必ずしも明らかになっていな   

い．．また・、「認定こども園」の幼稚園型、地方耗星型の施設では、ニう歳以卜   

の長時間利用児（「保育に欠ける」要件を満たす子ども〕を保育する峨昆は、   

保育十資隠跡裾野・こ向けた努力など 一定の条件つきで幼稚園教諭でも可と   

されている 

したがr）て＿、子どもの蜜俄雨のみならず、健康な心身の発達を保醸する環   

境を整えるためには、どこまでの最低基準が必要なのか見直すため，、科学的・   

寓言If的な椀附こ早急に眉手すべきである。その際、認可保背面との比較対象   

として、地方公共州体が独自に実施している保育室等を含めるぺきである 

b 保育所定見の見直し【平成20年度検討・結論、平成21年4月櫛引   

待機児童を抱える保育所における定員の礪勅化については、段階F輝こ認め   

られてきたところであり、現串ま、隼瞳当初（■4月）の定員橿過率は15ワも、   



5月は25％まで、10月以降は職員配置・面積基準の範囲内で25％を超えて  
も構わないとされている。それに対し、市町村からは、定員超過率の重なる  

弓酎コ化、あるいは超過率の決定権限の市町村への委譲を求める要望があがっ  

ている。   

…方で、恒常的に定員を超えた数の児童を受け入れている保育所に対して  

は、3年を‖途に定員改定を行うよう通知されているが、定員が増加すると  

補助額の単価が下がってしまうという保育所にとっての阻害要因が存在す  

る。   

そのため、保育所が定員を増やすことへの意欲・取組を阻雷しないような  

方策を講じるとともに、現在行われている弾力化の状況を考慮しつつ、定員  

超過率の鮎の見直しについて検討すべきである。  

ウ 様々な保育サービスの拡充  

（ア）豪臆的保育（保育ママ）の活用偏進  

屈◆∵ニ◆二．這二÷   

平成12年度に待棲児童解消の応急的対策として創設された囲の家庭的保育  

（保育ママ）事実は、6年経過した平成18年度でも利用児童数がわずか319  

名にとどまるなど寧及が遅れており、‖立った成果があがっていないひ＝個で、  

昭和35年に創設された東鹿部の奉庭福祉員制度など、家庭的保育（保育ママ〕  

事業と同様の趣旨で行われている地方公共桝体独自の取組の中には、かなり大  

きな規模で展開されているものもあり、待機児童の解消に非常に役立っているしン  

【具体的施策】   

多様で弓削プ的な保育サービスの1つとして、家庭的保育（保帝ママ）のいっ  

そうの活用が重要である。また、保育士資格を持たない子育て経験省等が保育  

に従事する機会を拡大する観点からも、束京都の家庭福祉員制度など価的、  

先進的な地方公共用体の独自事業を参考にしながら、囲の事業を拡大し、保育  

ママの数を増やすべきである。国の事業の制度化に当たっては、保育土又は看  

護師の資格を持つ・苫だけに限定せず、基礎的な研修（妾全・衛生、栄養等）の  

修γを条件に、保育ママと認めるなど、保育ママ要件の緩和を検討すべきであ  

る。【平成19年腐検討憫始、平成20年腐植論】  
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（イ）ベビーシッター育児安達事業の運営樋田ヒ  

【開幕意識】   

子育て支援事業等助成費補助金のベビーシッター育児支援事業は、年金特別  

会計児童手当勘定において実施されており、財源は児童手当に係る被保険者及  

び事業寅の拠出金から充当されているし）その公費分配においては、言うまでも  

なく、公平性が担保されることが大前提である（－これまで、財用法人こども未  

来財囲（以下、財糊）が補助を受け、さらに社団法人全国ベビーシッター協会  

（以下、協会）に事務手続き業務が委託されているが、それぞれの選定に際し、  

充分な比較検討がなぎれたのか疑問であり、事業連醤の在り方についても検証  

すべきであるu一また、公的助成に当たって、提供されるサービスに 一定の質の  

担保が必要であり、その判定の＝蜜としてサービス提供者に適切な要件を課す  

こと自体は問題ないと考えるが、その要件と、補助事業の両部事務を受託して  

いる川体の会員資格を伺ーとみなす必然性はないり実際、協会会員以外の事業  

書でも、より高い質を保っているところは多数あるし〉よって、以Fの措置を訴  

ずるべきである｛ 

【具体的施策】   

年金特別会計児童手当勘定を財源とし、国が財相法人こども未来財囲に補助、  

さらに社印法人全国ベビーシッター協会に事務手続きを委託しているベビー  

シッター育児支援事業の運常の在り方を再検証し、その適正化を図るぺきであ  

るし＝．   

また、この事実において、財用と契約した事業主が購入し、従業員に配布す  

るベビーシッター育児支援割引券等が使用できるベビーシッター事業眉は、今  

回ベビーシッター協会の正会員である事業占（平成19年3月末時点でわずか  

112鉦）に限定ぎれている。当該割引券等が使用できる事業名の要路凋、提供  

されるサービスの質によr）て定められるべきであり、協会の会愚かどうかに拠  

るぺきではないし 

そのため、？！；該割引券等が使用できる事業者の要件の妥当性を至急廟融し、  

見直すべきである【：【平成1ウ・迎年度検討・臓、平成21年度措置】  

（ウ）病児・病後児保育サービスの拡充  
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【問題意識】   

チ再て中の就業者にとって最もニーズが高いのが、病児・病後児保育サービ  

スの充実である。子どもの発熱や病気は突発的でほとんど予測のできない事態  

であるため、一－・一旦保育所に預けた後でも、急遽迎えに行かなければならないな  

ど、保護者が休暇や仕事の調整をあらかじめつけることができないという点で、  

育児と仕事の両立にとって大きな障苫となっている。一一方では、柔軟な働き方  

等が実現・浸透し、保護省自らが病児・病後児をケアすることができるような  

環境を整えることも必要ではあるが、実際にはまだ難しいというのが現状であ  

る。さらに、共働き家庭の増加に伴い、病児・病後児保育の需要は拡大するば  

かりである。よって、施設型・派遣型を問わず、病児・病後児保育サービスを  

拡充していくことがけ下の緊急課題である。   

体的施策】   

囲から次世代育成支援対策交付金を受けた各市町村は、地域の事情に応じて、  

病児・病後児保育事業名への補助事箕を行っており、補助金支給の際に利用料  

鮎に係る塊定を設けているが、大半の事業名における利用料は、事実上2，〔馳  

円／■／日程度に固定化されてしまっている。一一方、業界間体の調査では、病児・  

病後児保育を実施している施設（択療機関併設型、保育所型等）の9割近くが、  

採算上赤字という結果が出ているt．，また、補助金が預カ、り児童数4名で耐丁ち  

になるケースが多いため、定員が4名以上の場合は、預かれば預かるほど赤字  

が増えるという構造になっている1Jこれでは、新規参入が増えないばかりでな  

く、既存事業・酋の経営存締も危うい状況である。   

したがって、囲としても、病児・病後児保育事業の実態をきちんと把捉L・、  

利用料め設定方法も含め、病児・病後児保育事業が安定的に実施されるよう適  

切に助言等を行うぺきである。【平鹿20年虔措置】  

（工）「放碑後手どもプラン」の見直し  

【問題意識】  

il域19年鹿に開始された「放課綾子どもプラン」は、文部科学省の放課後子  

ども教室推進事業と厚生労働省の放課後児童健全育成事業を 一体的あるいは   



連携して実施する総合的な放課後対策事業とされているが、事業の実施j三体で  

ある市町村からは、従来の両事業の対象児童の年齢・や、保護者負担金、運営経  

費等の差異により、－側勺運用がなされているはずの「放課種子どもプラン」  

に混乱が生じているとの意見もある｛ 

一方・、放課後児童クラブについては、このプランの推進により、既存のサー  

ビスの質が低下するのではないかとの懸念が保護者等の中にもある（〉  

【具体的施策】  

「放課後了どもプラン」の開始から半年以上が経過したが、文部科学省の放  

課後子ども教室推進事業と厚生労働省の放課後児童健全育成事業の調整役と  

なるコーディネーターの配置が十分でないなど、プランによる効果はまだ発揮  

ざれていないりまた、より効果的な事業の推進を図る観点から、早急に実施状  

況等の調査を行い、葉陰を把臆した上で課題を解決し、2つの事業の連携を深  

め、1つの事業として展開することの是非も含めて検討し、事業の改善を行う  

ぺきである（－調査の実施に当たっては、地方公共団体や運営側からの観点だけ  

でなく、保護者・子ども白身等の利用老の声がしっかり反映されるような手法  

を取るべきである。【平成19年細萱、平成迎年検討・結論、平成21年4月  

楕覆】   

今般、巨郎こよって示された放課後児童クラブに関するガイドラインは、放課  

後児童クラブ数の急増や、大規模化による事故・ケガの発生等を背景に、サー  

ビスの質の向上を図る川的で策定されたとのことであるtさ しかしながら、地方  

公共用体に対してサービス内容のl才安を示すことと、補助要件を設けて一定の  

質を担保することは、本来別のi拍勺であり、特に後者については科学的・実証  

的な根拠が必要である。ところが、定員の止閲（1箇所70名まで）に係るガ  

イドラインは、3年の経過措置期間を経て、補助暫件化されることとなってい  

る．L，一方で、職員の配置や、児童1人あたりの面積基準はl憤にとどまってい  

るなど、ガイドラインと補助要件の区別が一欄瞭となっている（ 

したがって、それぞれの＝的に応じた数値が科学的な根拠に基づくものとな  

るよう、適宜見直していくべきである。また、ガイドラインの項＝に適合して  

いる施設かどうか利用者がわかるよう、情報を公開するシステムを検討すべき  

であるり【平成20年腐検討、平成21年4月結論・措置】   

放課後児童クラブ事業費に係る障害児加層は1施設あたりの額で決まってお  

り、l人でも受け入れれば加算がつくflニ組みとなっている。放課後児童クラブ  

における障苫児受入の義務はないため、地方公共相棒や事業名によっては受入  
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人数を制限しているところもある。そのため、やむなく学区外の遠いクラブに  

適わぎるを得ない児童もいる。   

よって、事業者の積極的な取組に対するインセンティブを飽かせ、障苫児の  

受入を促進する観点から、受入人数に応じて加算が増減するようなスライド制  

を採り入れる等、加算の在り方を見直すべきであるし．【平成19年度検討・級  

平成迎年醐  

㊥ 両立支援分野  

【問題意識】   

人口減少社会が到来する中、男女共に仕事と家庭を両立し、安心して飽き経けら  

れる環境の整備は、ますます重要な政策課題となっている。また、事胞眉の価値観  

やライフスタイルの多様化も進んでおり、幅広し、働き方の選択肢を提供することが  

求められている。保育・介護サービスの拡充だけでなく、ワークライフバランスの  

実現に向けた産業界における様々な取組や、子育て世帯や家族の介護を担う従業員  

に対する支援策、さらに、政府の強力なリーダーシップによる政策の実行が必要で  

ある。   

平成4年の育児休業法施行以来、順次制度が拡充され、現在では育児休業は子ど  

もが1歳（－・1邑功曝台には1歳6ケ月）になるまで、介護休業は介護を要する家族  

i人につき、要介護状態ごとに通算93日まで、休某取得が労働省の権利として保障  

されている。 また、労働者ガ育児休業や介護休業を取得しやすくし、その後の円滑  

な職業復帰を援助・促進するため、雇用保険制魔の中に育児休業給付及び介護休業  

給付が創設され、育児休実については、社会保険料の免除措置も取られている。さ  

らに、平成17年には次世代育成支援対策推進法が施行され、－一一艇睨樺以上の一般事  

業主については、囲が定めた行動計画策定指針iこ即して行動計画を策定し、各都道  

府県労働局へその旨を届け出ることが義毒酎寸けられた。   

そのような中、継続就業している女性の南児休業取得率は年々高まってきてはい  

るものの、依然7割近い女性が第l子出産を機に離職しているという現実がある；．．  

また、男性の育児休慧の取得率は1％にも満たない状況にあり、継続就芙率、休業  

取得率・期間共にスウェーデンなどの先進講外閂に比べて低水準である（．1一方、介  

護休業取得眉の割合は、平成17年度で女性が0．08％、男性が乱D2％と極めて少な  

く、人r1の高齢化に伴う要介護者数の増加を考慮すると．、働きながら家族の介讃も  

行うことの難しさを如実に表していると言えるし，   

囲の制度拡充に合わせ・、各企業においても、短時間勤務制度やフレッウスタイム  
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制度の導入や事業所内託児施設の設置など従業員支援策が講じられてきているが、  

そうした企業の取組を後押しするための国からの助成金が、支給を得ようとする企  

実にとって利用しづらくなっており、有効に活用されていないとの指摘がある「，   

育児・介護休業制度や各種助成金の更なる括脚こ向けて、制度の見直しや運用の  

改善を行うことはもとより、企業における就業環境の改善努力と労働者自身の意諸  

改革のみに頼ることなく、国としていっそうの環境整備を進めることが肝要である．，  

そのためには、企業に対しても積極的な取組を求めるとI朝軸こ、企業・労働者に対  

する多面的な支援策を導入し、社会全体で両立支腰を実現するための仕組みの充  

実・強化を図るぺきである。  

【体的施策】  

ア 両立麦捷レベルアップ助成金に係る連用の見直し【平成欄年蜘】   

囲の事業主立撞策の1つである「両立支援レベルアップ助成金・事業所内託児   

施設設置・運営コース」につき、指定法人である相聞法人21世紀職業財川におけ   

る申請から克給決定までのプロセスが不透明、かつ各種手続きが煩雑であるとの   

声が事業j功、らあがっている。財何のホームページ土では、支給要件の概要のみ   

が公表されており、申請手続きの詳細及び支給璽砧については、財川本部．又は地   

方客務所に照会する必要がある。  

したがって、公平性を確保し、申請者の負拒を軽減するため、支給聖和等の関   

連情報をホームページtで開示すべきである。  

また、同様の観点から、支給要諷こ記載されていない運用上二の解釈に関する事   

項、具体的には、「．施設制帽者は憤削、事業ヰ等が雇用する労働省である必要があ   

り、 当該事業所外利用省がある場合においても、当該事業所の雇用労働省の利用   

者数を卜阿らないものであること」、「助成金を受けた事業ふが、運営を開始した   

捜、他の事芙巨と用司運営してもよL・、」等、事業干満ミ施設の設置・運営等を検討   

する際の判断材料として有益と思われる再審も、すべてホームページ巨で開示す   

るぺきであるり柑こ、利用料については、題掛野観で規定されている＿胡姶要件で   

ある「適ilミな詣であること」についてわかりやすく補足する参考情報、具体的に   

ほ「託児時間や給金の有無等、保育サービスの内容に弼雲らして、近隣瑚呆帝所等   

の保育料より低廉であることが望ましL・、」という運用卜の解釈や、近隣の施設や   

付加サービスをfi■■っている施設の利鞘料等の情報も入ずできるようにすべきであ   

る1 

イ 事業所内託児施設等の貿の担保の徹底【平成19年虔より逐次実施】  
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囲の現甫制度では、事業所内託児施設等は認可外保育施設として位置づけられ  

ており、国の示した基準に沿って、都道府県が指導監督を実施することとなって  

いる。しかしながら、「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議にて議論  

されているように、多様で弾力的な保育サービスが求められている状況に的確に  

対応していくため、事某所内託児施設を地域で活用していこうとするのであれば、  

国としても適正な運醤による保育の質の担保に責任を持つぺきである。   

そのため、適切な指導監督が行われるよう周知徹底を因るべきであるt，  

12  
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